



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　世界的にこのような「アメリカ化」の現象について様々な論文が出てきている。例えば R. Daniel 
Keleman & Eric C. Sibbitt, The Americanization of Japanese Law, 23 U. PA. J. INT'L ECON. 
L. 269 (2002)；Paul von Nessen, The Americanization of Australian Corporate Law, 26 
SYRACUSE J. INT'L L. & COM. 239 (1999)；Wolfgang Wiegand, Americanization of Law: 
Reception or Convergence?, in LEGAL CULTURE AND THE LEGAL PROFESSION 137 
(Lawrence M. Friedman & Harry N. Scheiber eds., 1996)；Wolfgang Wiegand, The 
Reception of American Law in Europe, 39 AM. J. COMP. L. 229 (1991), at 246-48（現在の
ヨーロッパの「アメリカ化」の傾向を中世時代の「ius commune」の継受と比較している）。
　このような憂慮について詳細には，趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の
１年半の状況とその評価」関西大学法学論集第59巻第５号（2010.２）90-125。
韓国における国民参与裁判制度の「最終モデル」に関する論争およびその展望
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および法律によって，その良心に従い，独立して審判する」（韓国憲法第103条）と規定し
ているので，韓国の場合，もし陪審員の評決に決定的な効力を認めるならば，事実上，法
官でない陪審員が裁判をすることになり，憲法で規定している「法官による裁判を受ける
権利」「法官の独立」を侵害する結果になるためである。日本国憲法第32条では，「何人も
裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない」と規定しており，韓国の憲法と対比され
る。
　参与制度導入当時は，誰もがそれを2012年の最終モデルを定める為の過渡期的制度であ
ると考えていたが，韓国の憲法と刑事訴訟法の構造で勘案すれば，むしろ現在の制度の中
で「最も正当な存在意義」を探すことができると考えられる。したがって筆者は，この論
文の中で現行の国民参与裁判制度を批判的に分析したが，現行制度の基本構造をそのまま
維持しながらその隠された存在意義を探し出して，その長所を生かすことが「最善の2012
年の最終モデル」であると考える。
岡　法（61―１)
17
158
???
